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1.はじめに
臨時行政調査会は，昭和56年7月に第l次答申を提出
し，昭和57年度予算編成に向けての「緊急の外科手術」
の名のもとに，医療・社会保障 ・社会福祉 ・文教を中心
として厳しい歳出カットを求めた。引き続き，翌57年2
月に許認可等の整理・合理化に関する第2次答申が緊急
提案された。以上の答申は主に緊急提言を内容とするも
のであったのに対して，昭和57年7月30日に提出された
第3次答申では， 「行政改革の理念Jなり 「行政改革の基
本的方策Jが提示されている。そのことが.基本答申と
言われる由縁である。
この基本答申では，中長期的な展望に立つての行政の
存るべき姿が求められ， 「活力する福祉社会の建設J を，
r国際社会に対する積鍾的貢献」と並んで，行政の目ざ
すべき今後の目標としている。 r活力する福祉社会建設」
の基本的条件としては，①個人の自助努力の推進，②家
庭 ・近隣 ・職場における連俗と相互扶助，③民間部門の
積極的活用，@学術 ・技術の研究や応用の推進，をあげ
ている。
本臨調基本答申は，社会福祉への理念や政策の根幹に
関わる11l!問題を含んでおり，社会福祉側での緊急伝積
極的対応が迫られている。そのため，日本社会福祉学会
では昭和56年10月に「臨調問題特別研究委員会Jを設け，
活発な議論を進めてきたが，昭和57年10月の第30回大会
(除仏教大学)では「行政改革と社会福祉J をテーマ
とした特別研究委員会シンポジウムももたれた。また，
第3次の基本答申提案簡もない昭和57年10月号の「月刊
福祉」では，早速「行政改箪と社会福祉 ・社会保障』の
特集を編み，臨調答申に臨む社会福祉の立場の議論は現
在高錫している。
本稿での私個人の結論を先取りして述べるならば，臨
調答申でふれる「活力する福祉社会J建設のための 4つ
の基礎条件の個々については何ら反対する論拠があるわ
けではない。然し，「活力する福祉社会」成立の厳も基本
的な大前提fj:，すべての国民を対象としたナショナル ・
ミニアムをi主成することにほかならない。これを抜きに
した臨調答申は，時1に福祉予:n切り鎗ての論理に過ぎな
い。一方，臨調答申に対応すべく社会福祉の理念を，国
民とのコンセンサスのもとで成立させることを怠ってき
た社会福祉側の資任も緩めて重大であるといえる。それ
ゆえ，自省をもって社会福祉の今後のあり方を検討する
必要がある。
本稿では，臨調答申を視界に入れながら，老人に対す
る交通機関無料采率制度(以下，「無料乗車制度」と略す)
の現状と問題点を検討していくことにある。本制度の状
況を， 一方は制度発足の時期や現住の財政実態から，他
方はサービスの対象者である老人の制度利用状況の二点
から把握することにする。それらの現状把揮をもとに，
無料乗車制度の問題点を検討していく。議論を進めてい
く際には.臨調の基本答申でふれられている「地方自治
体独自の行政サービス」の今後のあり方を視座に含めざ
るをえない。そのことは，地方自治体が独自の老人福祉
サービスを実施するうえでの方向性を明示することにも
なろう。
2.無料乗車制度の成立と現状
無料乗車制度の歴史は，さほど新しいものではない。
大阪市を例にとれば，昭和26年より第l種身体障害者に
対して，路面fll:J1I無料乗車券の発行を実施している。ま
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表1
老人K対する交通機関無料乗車 老人K対する交通機関無料乗車制度の現状
告1度発足年度
都市名 発足年度 人口規模位 決算規模
1頂 順位
東 京都 48. 1. 1. ① ① 
札幌市 50. J. 1. ⑦ ③ 
川崎市 49. 7. 1 ⑮ ⑮ 
横浜市 49. 4. 1 ① ③ 
名古屋市 48. 9. 1. ① ① 
京都市 48.11. 1 ⑤ ⑥ 
大阪市 47. 1 J. 1 ② ② 
神戸市 48. 9.15 @ ① 
広島市 実施せず ⑪ ⑪ 
北九州市 50. 7. 1 ⑨ ⑦ 
福岡市 53. 7. J. ③ ③ 
[注]人口規模順位は50年度国勢調査、決算規
模順位は50年度決算によったものである。
た同26年には，児童福祉施設に保護を受けている者につ
いて，パス料金の割引制度を始めている。このように公
営交通機関の無料乗車制度や割引制度は，老人を対象と
する以前に，身体障害者や精神薄弱者をもとに実施され
てきた歴史がある。
無料乗車制度の成立時期や現状についての特徴を，東
京都を含む11の政令指定都市に焦点をあててみてみるこ
とにする。
まず，老人の社会活動への参加を促進するための無料
乗車制度の発足年次をみてみると，表|のごとくとなる。
昭和57年10月時点で実施されていないのは，広島市のみ
であるが，これは広島市において市営交通機関が存在し
ていないことが大きいと考えられる。10大都市のうちで，
大阪市と東京都は昭和47年度と，最も早くに無料乗車制
度実施に踏み切った。翌昭和48年度予算から，名古屋市，
京都市，神戸市の3市で実施され，さらに昭和49年度に
は，横浜市，川崎市，札幌市の3市で続々とスター卜し
ていった。昭和50年度には，北九州市でも無料乗車制度
が実施され，僅か4年間に11の政令指定都市のうちの9
都市までが続々と実施に踏み切っている。なお，福岡市
は最も遅れ，市営地下鉄が開通した昭和56年度から実施
のはこびとなった。
無料乗車制度発足の特徴は， 4年間という超短期間に
大部分の9政令指定都市が制度化に踏み切った事実だけ
に停まるものでない。表 1の右欄には，その当時の総人
口および単年度決算総額の順位を示しである。その結果，
無料乗車制度の発足年度の順位は，人口規模や決算規模
の順位と，ほぽ一致している。川崎市のみは人口規模や
決算規模が小さい割には，制度開始年度が早くなってい
(2 ) 
都市名 年 齢 交通機関 所得制si
東京都 7 0歳以上 都蛍・民営 有
札幌市 7 0歳以上 市営・民営・国鉄 無
川崎市 7 0歳以上 市営・民営 無
横浜市 7 0歳以上 市営 無
名古屋市 6 5歳以上 市営、民営(一部 無
京都 市 7 0歳以上 市営 無
大阪市 7 0歳以上 市営 無
神戸市 7 0歳以上 市営、皮営(一部) 無
北九州市 7 5歳以上 市パス 無
福岡市 7 0歳以上 市営地下鉄 有
る。これは，神奈川県には政令指定都市として横浜市が
あり，償浜市に制度発足を同調したものと想像できる。
以上の結果，無料乗車制度の発足年次には，政令指定
都市のうちでも，人口規模・財政規模の大きい都市から，
順次制度化が進められてきた傾向を示している。また無
料乗車制度発足には市営機関の有無が関係していること
も窺いしれた。さらに大きな特徴として，大阪市や東京
都で本制度が実施された昭和47年度は高度経済成長が終
鷲を迎える年であったが，その後の低成長期に入っても
停まることなし財政規模 ・人口規模に沿った形で制度
化が波及 ・進行していったことは，注目すべきことであ
る。
その後，それぞれの都市では，利用交通機関の範囲を
市(都)営部門のみから民営部門まで拡大化をはかる等
の整備を進めるなかで，表2で示すごとくの無料乗車制
度の現状に至っている。
無料乗車制度の利用開始年齢は， 2都市を除く 8都市
までが70歳以上と している。名古屋市のみは， 65歳と最
も早くから利用できるシステムとなっている。 一方，北
九州市では75歳からと，利用開始年齢は最も高くなって
いる。
利用できる交通機関は，すべての都市とも市(都)営
交通としているが，半数の5都市では民営交通や国鉄(パ
ス)の一部利用を含めている。
制度利用上の所得制限は，現在10都市のう ち8都市ま
でが実施していない。所得制限を行なっている東京都で
札制度発足の昭和47年度から昭和54年 9月末までの約
7年間は所得制限を設けていなかった。 昭和54年10月よ
り，老人医療費支給制度と同基準額をも とに所得制限を
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実施し，約 1~Jの老人が利用対象者から除外されること
になった。なお.ノド制度かユニバーサルなものからセレ
クティプな制度へと質的な転換をはかることに対して，
住民を含む老人自身からさほど反対や反容がなかったこ
とは，住民のコンセンサスの観点からみて，無料采'F制
度の今後のあり方に大きな示唆を与えるものである。
福岡市の場合は，制度発足が昭和56年度と貫主も新しい
が，発足当初から所得制限を導入していた。昭和57年度
では減税標機所得195万円未満てeは，市営地下鉄の無料采
司I:iJEが支給され.195万円以上では半額自己負担で乗車証
が交付できることとなっている。昭和57年度は，無料采
唱利用.x.が9.523名，半額利用者が390名となっている。
福岡市では乗車託制度以外に，ユニパーサルな老人福祉
サービスとして，それ以前の昭和53年度から民営パスの
回数券(1カ月440円)を70歳以上の老人を対象に配布し
ている。
以上の結束.10大都市における無料乗車制度の現状は，
70歳開始とするところがほとんどであり，各自治体経営
の交通機関を中心とし，民間交通機関を補足的に活用す
る形態をとっている。制度利用よでの所得制限は，昭和
54年度より点京都で初めて導入され，その後昭和56年度，
ii岡市で地下鉄開通に伴ない発足した無料乗車制度では
厳しい所得制限が設けられた。しかしながら， 10政令指
定都市のうちの8郡市までが依然として所得制限を実施
するに至っていなし、。
老人の交通機関無料乗車制度に要する経費を，昭和157
表3 無料乗車制度の予算額
鶴市名 57年度 57年度無料乗車制度予算① 老人福祉関係予算②
東京都 (千円) (千円)5.708，000 53.268，000 
札幌市 948，273 5.791. 914 
川崎市 549，290 6，234，596 
機 浜市 1. 381. 029 16，728，056 
名古屋市 5，656，638 24，61，354 
京鶴市 2，386.400 15.793.700 
大阪市 2.829.013 38.764.640 
神戸市 1，957.802 17.150.346 
北九州市 40.100 5.215.680 
福岡市 323.537 10.254.720 
年度 yji額でみると，表3の結果となる。ここには，老
人福祉関係予算額と無料乗車制度予算額の両者を示しで
あるが，名古屋市では老人偏祉関係予算に占める無料乗
oj1.制度額の割合は22.98%と.2容lを越えている。名古位
diほどではないとしても，老人福祉関係fPの1PJを趨
えている都市は，札幌市の16.37%，京郷市の15.11%.
神戸市の11.42%.東京都の10.72%となっている。平IJm
年齢を75緩まで引き上げており，かつ市営ノfスのみの利
用範閣である北九州市のみは.0.77%と極めて低い結果
となっている。なお，北九州市では，無料采il;j1J皮を民
生(福祉)局事業としてでなく ，交通局事業として夫総
している。
同時に表3には.55年度の国勢調査結果をもとに，老
人 1人当りに要する経費の概算を試みてある。ここでも
名占屋市は最も高く .寝たきり老人や要介護~人など交
通機関を十分に利用できない老人を含めた65歳以上老人
全員を総数すると. 1人当り35.547門と推計される。名
古屋市ほどではないとしても，神戸市では25.404向，ゑ
都市では24.474門となっており，岡市では70歳以上老人
全日について. 1人当り約2千円の大部分が民生局から
交il広iの方に支払われていることになる。大阪市や札幌
市でも.70歳以上老人l人につき. 1カ月約1.5f円の経
費が支払われていると推計できる。
無料乗車制度の経費は，福岡市や北九州市の例外を除
いて，老人福祉関係予算の l割ないしは 1淘j以kを占め
ている。老人l人当りの経費で概算すれば，年間3万5
①~.@x 1 00 昭和55年度 ①÷① 対象者人口③
(%) (人〉 (円)
10.72 
16.37 52.639 18，014 
8.81 33.292 16.499 
圃'
8.26 102.998 13.408 
22.98 159.131 35，51j7 
15.11 97.506 24.474 
7.30 149.037 18目982
11.42 77.069 25.404 
0.77 30.489 13.152 
3. 16 一
(注) 昭和55年制度対象者人口1:1:、昭和55年同勢調企結果による。な台、東京都合よひ福岡市は附得制限かある介め
l人当Pの経費の概算はしていない。
( 3 ) 
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千円を越える都市もあり，年間 1万8千円(1カ月1，500
円)を越える都市は，5都市にも及んでいる。
以上，東京都を含めた政令指定都市における無料乗車
制度の成立から現状について概観してきた。この結果，
本制度が老人福祉施策』こ占める財政比重は相当高いこと
が示された。また今後の高齢化社会，とりわげ後期老令
期老人比率が増大していくことを考慮すれば，各自治体
の無料乗車制度に要する経費は急増していくことが予想
される。
3. 無料乗車制度の利用実態
財政的に老人福祉関係予算に占める無料乗車制度の比
重が相当高い現状のもとで，老人が本制度をいかに活用
しているかは，制度の効用を測定するうえで重要な検討
素材となる。ここでは，政令指定都市のうちの大阪市の
みをとり出し，老人生活実態調査での結果をもとに，制
度の利用状況を採ってみる。
本調査は，大阪市在住の60歳以上老人を住民基本台帳
をもとに，三段階系統抽出法により2，000名抽出し，面接
表4 年齢階層別市営パス利用状況
ほとんど毎日 遡2-3回 週 l 回 日2-3回
30 32 34 46 
60-64歳 7.3 7.8 8.3 1 1.2 
41 54 4 1 60 
65-69歳 8.1 10.7 8.1 1 1.9 
33 45 33 61 
70-74歳 8.7 1 1.9 8.7 16.1 
12 21 1 4 31 
75ー 79綾 6.7 1 1.7 7.8 17.3 
2 5 9 13 
80歳以上 1.9 4.9 8.7 12.6 
言十 1 18 157 131 21 1 
7.5 99 8.3 1 3.4 
(注) x2倹定は「不明Jを除いて行ったものである。
表5 年齢階層別地下鉄利用状況
ほとんど毎日 週 2-3回 週 l 回 月2-3回
60-64歳 40 52 41 72 9.7 12.6 10.0 17.5 
65-69 iI<. 54 64 46 77 10.7 12.6 9.1 15.2 
70ー 74歳 26 46 33 65 6.9 12.2 8.7 17.2 
75-79歳 8 15 15 
28 
4.5 8.4 8.4 15.6 
80歳以上
2 3 II 8 
し9 2.9 10.7 7.8 
計 130 180 146 250 8.2 1 1.4 9.3 158 
(注) X 2検定は「不明 jを除いて行っ与ものである。
( 4 ) 
調査を実施したものである。調査期聞は昭和57年3月1
日から 2週間とされ.1，578票の有効票が得られ，回収率
は78.9%となった。
本調査では，「あなたは最近どの程度市バスや地下鉄を
使って外出しますか」という設問をも うけ，市営ノfスお
よび地下鉄それぞれに分けて利用状況を尋ねた。なお，
70歳以上老人で，市営パスや地下鉄を 「全く利用しなか
った」以外を，本制度活用者として，利用頻度の高い順
に「ほとんど毎日jr週 2ー 3回jr週 1回jr月2-3回」
「月 1回」のそれぞれの比率を合算したものを，制度手IJ
用率と理解した。逆に，「全く利用しなかった」老人比寧
を制度非利用率とした。
その結果，市営ノfスおよび地下鉄の利用状況を年齢階
層別に示すと，表4，表5のごとくとなる。まず表4の
市営パス利用状況をみると，無料乗車制度利周年齢の境
界となる r65-69歳」と r70一74歳Jの問で大きな変化
がみられる。この年齢階居間では，高齢の r70ー 74歳」
において「ほとんど毎日j r週2-3回j r週1回j r月2
-3回j r月l回」の4カテゴリーとも高い比率となって
月 1 回 全〈 不 日月 Z十fl用し在かった
43 215 12 412 
10.4 52.2 2.9 100.0 
63 240 7 506 
12.5 47.4 1.4 100.0 
51 152 3 378 
13.5 4 O. 2 0.8 100.0 
22 78 179 
12.3 43.6 o 6 100.0 
16 58 。 1 03 
15.5 56.3 。 1 00.0 
195 743 23 1578 
12.4 47.1 1.5 100.0 
P = 0.0227 
月 l 回 全〈 不 明 計利用し在かった
61 143 3 4 1 2 
14.8 34.7 0.7 100.0 
81 181 s 506 
16.0 358 o 6 100.0 
57 150 
15.1 397 0.3 I 0 .0 
23 90 。
12.8 5 O.3 。 100.0 
21 58 。 103 
20.4 56 3 。。 100.0 
243 622 7 1578 
15.4 39.4 0.4 100.0 
p = 0.0010 
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表6 70歳以上老人の市バス ・地下鉄利用状況
いる。逆に「全く利用しなかった」の割合は，若齢のr65
69歳」では47.4%もあるのに対して，r70ー 74歳」では
40.2%と低下している。老人は本来，加齢に伴ない，健
康が袋え，同時に社会活動の範囲が狭くなり，交通機関
を利用した外出の頻度は徐々に低下してい くものと仮定
できる。その意味では，市営パスの利用率が，逆に60歳
代後下より 70歳代前半で高くなっている事実は，無料乗
車制度が大きな効用を発保していることを示している。
70歳以上.t人のみについて市営パス利用状況をみると，
当然のことであるが，加齢に従がい，制度利用率低下の
傾向を示している。 r80歳以上」になると，制度非利用率
は半数を勉す56.3%に達し，とりわけ「ほとんど毎日」
市営パスを利用する者は， 1.9%に過ぎない。この結果.
市営パスについての無料乗車制度の効用は，加齢と共に
低下していく外出の機会を， 70放を契機にして再度創り
だしていることにある。その意味で，本制度は老人の社会
参加の.li')進という目的に対して，一定の貢献をしている。
地下鉄利用状況の年齢階層別クロス炎は，表5に示し
である。この表では.加齢と共に，地下鉄利用者の割合
は徐々に減少している。すなわち，「ほとんど毎日 J r週
2-3回Jr週1回」の 3カテゴリーでは，加齢に従がい
地下鉄を利用している老人比率は減少傾向を示している。
一方，「全く利用しなかった」老人の割合は， r60-64歳J
34.7%， r65-69歳J35.8%， r70ー 74歳J39.7%， r75-
79歳J50.3%，r80歳以上J56.3%と，年齢階層が上昇す
るに従がい噌加している。加齢と共に利用率が順次減少
している結果から，地下鉄に限ってみれば，無料乗車制
度が外出の頻度を高めるうえで効用を発郷しているとは
説明できない。
地下鉄に比べて市営パスの方が，無料乗車制度の有効
性が高いことになる。ただ，表 6に本制度の対象者であ
る70歳以上老人全体てるの市営パス，地下鉄の利用状況の
比較を示しであるが，制度利用率や利用頻度にさほど差
がみられない。しかしながら，無料乗車制度の権利を有
していない60歳代老人に比べて，地下鉄利用状況は総体
的に低下しており，逆に市営パスでは上昇傾向を示して
いた。それゆえ，も う一度繰り返すことになるが，両交
通機関で利用状況にさほど差がないとしても，市営パス
の方が無料乗車制度の再度社会活動への参加の機会を高
めるうえで，有効であるといわざるをえない。
( 5 ) 
次に，70員長以上~人に限定 し ， どのような属性を具備
した老人が無料乗車制度を利用しているかを，市営パス
と地下鉄に分けてみていく。そのため，ここでは大阪市
における老人生活実態調査の対象者である60級以よ老人
から.制度が利用できる70歳以上の者(総数660名)のみ
を抽出して，特徴を捉えることになる。
その際，老人の基本的属性である①性別，②最終学歴，
(年齢階屑別は，既に表4・表5に示しであるl，老人の
生活実態である，③健康状態，④本人の年収，⑤子ども
との向別居，⑤就労状況，⑦近所付き合い，③自治会 ・
町内会活動.⑨老人クラブ活動，⑪老人福祉センタ一利
用，⑪老人懇の家利用，⑫ボランティア活動，の12属性
との利用状況のクロス分析からみてみる。なお，無料乗
車制度は老人の社会参加の促進をねらいとしているため，
⑥から⑫までの微々の社会活動への参加状況との関連を
みることにした。
(a)市営パス利用老人の特性
表?をも とに，12のクロス表の特徴を示してみる。
①性別
「男J は「女」に比べて，責主も利用頻度の高い「ほと
んど毎日」が高率で，同様に制度利用率も高くなってい
る。この結果，男性老人は女性老人に比べて，市営バス
での制度利用が活発である。
②最終学歴
高学歴老人ほど市営パスの利用頻度が高く ，学歴が{.Ij
くなるに従がい，「ほとんど毎日Jr週2-3回Jr週l回」
利用する者の比率はよ昇している。市営パスを「ほとん
ど毎日J 利用する割合は，「高専・大学卒」では3割近く
もあり，r不就学 ・小学校卒Jの3.0%，r高等小学校卒J
の6.0%と初めて大きな差が生じている。一方市常パスの
制度非利用率は 「不就学 ・小学校卒」では 5%-IJ近くもあ
るが，学歴が高くなるに従がい低下し，「高専・大学卒」
では，約 2智!となっている。
③健康状態
当然予想できる ことであるが，健康な老人ほと'市営パ
スでの制度利用不が高くなっている。さらに，「ほとんど
毎日J r週2-3回Jr週 1@lJ利用する者の割合も，健
康であるほど高くなっている。制度非利用率は「非常に
健康Jで3;tIJJ台，「普通Jで4割台， r弱¥>Jで5:!FJ台，
「病気で長く寝ている」で9'JiIJ台と顕著な増加をぶして
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表7 市営パス利用者の特性
ほとんど 週 週 l図 月 月 l回 全〈利用 不明 計毎日 2~3 回 2-3回 しなカ勺fヒ
①性 方IJ 男 32 28 27 47 34 104 4 276 11.6 10.1 9.8 17.0 12.3 37.7 1.4 41.8 
P=0.0018 女 15 43 29 58 55 184 
。 384 
3.9 1 1.2 7.6 15目1 14.3 47.9 0.0 58.2 
①最終学歴 不就学 6 18 12 34 35 98 
。 203 
-小学卒 3.0 8.9 5.9 16.7 17.2 48.3 。 30.8 
高苧l浮校卒 17 32 25 41 41 128 285 6.0 11.2 8.8 14.4 14.4 44.9 0.4 43.2 
中等学校卒 15 16 13 26 10 49 2 131 11. 5 12.2 9.9 19.8 7.6 37.4 1.5 19.8 
P=O.O∞o 高専・大浮ヰ 9 5 6 3 2 6 
。 31 
29.0 16.1 19.4 9.7 6.5 19.4 。 4.7 
不 明
。 。 。 7 10 
0.0 O. 0 。 10.0 10.0 70.0 10.0 10.5 
@健康状態 非常K健康 19 20 20 29 23 53 165 11. 5 12.1 12.1 17.6 13.9 32.1 0.6 25.0 
a回It 通 22 34 25 56 42 134 2 315 7.0 10.8 7.9 17.8 13.3 42.5 0.6 47.7 
~~ レ、 6 16 11 19 22 83 158 3.8 10.1 7.0 12.0 13.9 52.5 0.6 23.9 
P=O.∞08 病気で長〈
。 。 。 18 。 20 
穫でいる 0.0 0.0 。 5.0 5. 0 90.0 。 3.0 
不 明
。 。 。 。 。 2 
0.0 50.0 。 0.0 50.0 0.0 0.0 O. 3 
@老人本人 100万円朱靖 14 42 28 70 51 174 380 3. 7 1 1.1 7.4 18.4 13.4 45.8 0.3 57.6 
の年収
100 - 8 15 14 23 23 47 。 130 
200万円未満 6.2 1 1.5 10.8 17.7 17.7 36.2 。 19.7 
200 - 6 4 6 5 5 12 3 41 
300万円釆稿 14.6 9.8 14.6 12.2 12.2 29.3 7.3 6.2 
300- 4 2 2 3 8 。 20 
4∞万円未満 20.2 10.0 5.0 10.0 15.0 40.0 。 3.0 
P=0.0012 400万円L入上 5 3 2 9 
。 21 
23.8 14.3 9.5 4.8 4.8 42.9 0.0 3.2 
不 明 10 5 5 4 6 38 
。 68 
14.7 7.4 7.4 5.9 8.8 55.9 0.0 10.3 
④同 glj居 glj 居 25 36 25 57 42 139 325 7.7 11. 1 7.7 17.5 12.9 42.8 0.3 49.2 
P=0.8279 同 居 22 35 31 48 47 149 
3 335 
6. 6 10.4. 9.3 14.3 14.0 44.5 。目9 50.8 
@ 就労形態 動 め 11 2 3 14 2 34 32.4 2. 9 2.9 5.9 8.8 41目2 5.9 5. 2 
自 営業 10 17 5 16 14 47 2 111 9.0 15.3 4.5 14.4 12.6 42.3 1.8 16.8 
無 業 26 52 50 87 72 226 
。 513 
5.1 10.1 9.7 17.0 14.0 44.1 O. 0 77.7 
p=o∞00 不 明
。 。 。 。 。 2 
0.0 50. 0 O. 0 0.0 。 50.0 0.0 0.3 
( 6 ) 
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ほとんど 週 週 l回 月 月 l閉 全〈手1聞 不 明 計
必世ー一主ー 日 2-3回 之-3回 し在地勺た
①近所付き 非常によく 66 4 7.7 4 17 する J 8.1 
合い
ょくする 457.0 7 
ほどほどK 81 .50 81.5 0 1630  218.3 7 する
あまりし念い 57 5 1519 0 1922 7 
Pニ 0.2408 全くしない 76 5 121.0 5 5.4 0 
不 明 0.0  0.0  。。 0.0  
③町内会・ 非常によく 7.3 3 291.3 2 14.6 6 dj| する
自治会活
よ〈する 127 動
時々する 7f 221 .4 9 151 .3 128.9 5 
あまりし念い 7 4.5 121.9 l 101.8 7 21 35.8 7 
P=0.0033 全<L念い 134.2 2 51. 438 19 .3 
不 明 33.3 00 05 3
⑨老人クラ を常くに手三 23l7 0 141.9 1 1 172 4
プ活動 警;zg民 81目0l 202.3 5 1826 3 
P=O.OOOO 全くしない 73.3 2 42928 7 64956 1 
不 明 14.3 14.3 
7 
1.1 
⑩老人福祉 非常K又は 4.5 18.4 2 136 3 323 2 ょくする
センタ ー
わ改良 9.7  1.4 107.9 2 利用
P= 0.00∞ 全〈しない 63.9 9 会，~~ 85563  
不 明 00 05 
⑪老人懇の 非よ常くK又すはる 5.0 15.0 3 204 0 10.2 0 320  
家利用
時ま り々文しはなあい 5.4 5 3224 9 1511 1 1.4 
73 
1 1.1 
P=0.0014 全くしない 847 4 1373 1 4ヰ62 85454 7 
不 明 20.2 0 0.0  loi 11.5 0 
⑬ ポランテ 守党κ手2 14.4 8 183 226 2 1 1.3 1 185 42.7 1 
ィア活動
時ま 守P又しはなレあ、 42 l 63 1 341.7  221 4 1 744 9 
P= 0.0∞l 全くしない 47 1484 5 1378 5 0.3 5 siIJ1 8.1 
不 明 20.0 20.0 20.0 40-o 2 0.8 5 
(在) X 2検定は 「不明」を除いて行ったものである。
( 7 ) 
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いる。
④老人本人の年収
年収額が高いほど，最も利用頻度の高い「ほとんど毎
日」の割合が増加していくが，逆に制度非利用率は，老
人本人の年収額と一定の関係の向きを見い出すことがで
きない。すなわち，制度利用率は年収と関連性がみられ
ないが，年収が高いほど市営パス利用頻度の高い者の割
合が高くなっている。
⑤同別居
子どもとの同別居では，市営パスの利用に信頼率95%
以上で有意な差がみられない。
⑥就労形態
就労形態では，制度利用率にさほど違いがみられない
が，最も利用頻度の高い「ほとんど毎日」の割合は，「勤
め」では 3割以上もあるのに対して，「自営業J9.0%. 
「無業J5.1%と，大きな乏が生じている。逆に，「勤め」
は「自営業」や「無業」に比べて，「週2-3回Jr週 l
回Jr月2-3回Jr月l回Jの比率が相当低くなってい
る。
⑦近所付き合い
近所付き合いの程度による市営ノTスの利用状況には，
有意な差がみられない。
③町内会 ・自治会活動
町内会 ・自治会活動に対して参加程度が高いほど，市
営パスの制度利用率は高くなっている。利用頻度の高い
勺まとんど毎日」では，活動への参加程度と関連性がみ
られないが，「週2-3回」や 「週 l回」では，積極的に
参加しているほど，利用している者の割合も高くなる傾
向を示している。
⑨老人クラプ活動
老人クラプ活動への参加が活発であるほど，「ほとんど
毎日Jr週2-3回Jr週 1回Jr月2-3回」の利用割合
が高くなっている。一方制度利用率は，老人クラプ活動
への参加が高くなるに従がい，上昇している。このクロ
ス表からは，老人クラブ活動への参加が活発なほど，市
常パスの利用頻度が高まっていくことを明示している。
⑪老人福祉センタ一利用
老人領祉センターを積極的に利用している程，「ほとん
ど毎日Jおよび「全く利用しなかった」の割合が低くな
っている。この結果，老人福祉センター利用者は，市営
パスを頻繁に利用することは少ないが，週2-3固から
月に l回程度の利用が目立っている。
⑪老人恕の家利用
老人態の家利用状況からは，利用頻度が高いほど，市
営パスを「ほとんど毎日J 利用する割合が低くなってお
(8 ) 
り，「週2-3回」や「週 1回Jで高くなっている。なお，
制度利用率と恕の家利用頻度とには一定の関述が示され
ない。 この結果，老人懇の家利用する老・人は，「週2-3
回」ないしは 「遇1回」利用する割合が高い。
⑫ボランティア活動
ボランティア活動に参加している老人ほど，市営パス
を「週2-3回Jr週1回J利用する割合が高くなってい
る傾向がみられる。同時に，制度非利用率はボランティ
ア活動への参加が消極的である程，高くなっている。こ
の結果，ボランティア活動へ参加している老人は，制度
利用率が高いが，利用の頻度は「週2-3回Jr週 1回」
において高率となっている。
(b)地下鉄利用老人の特性
表8に示した，地下鉄の利用状況と12の属性とのクロ
ス表をもとに，地下鉄利用老人の特徴を概観してみる。
①性別
地下鉄での制度非利用率は，「女」が半数を趨えており，
「男」の37.7%より棺当高くなっている。 一方，「ほとん
ど毎日J地下鉄を利用する者は， 「男」が 1¥IlJを越えてい
るのに対して，「女」では僅か1.6%に過ぎない。女性老
人より男性老人の方が，制度利用および利用頻度とも高
いといえる。
②最終学歴
高学歴になるに従がい，地下鉄を 「ほとんど毎日」利
用する老人の比率が高くなり.制度非利用率が低下して
いく。とりわけ，「高専 ・大学卒」では 「ほとんど毎日」
利用する老人が3劉もあるのに対して，他では 1割をも
満たしていない。この結果，高学歴老人ほど地下鉄の乗
車比率が高く，無料乗車制度の活用がはかられている。
③健康状態
健康老人ほど，地下鉄の制度利用率および利用頻度が
高い。「ほとんど毎日」利用する老人は，「非常に健康」
ではI割，「普通」で5.7%となっているが， f弱いJ r病
気で長く寝ている」では皆無である。一方，制度非利用
率は，「非常に健康J では2割台に過ぎないが，「普通J
では 4割，「弱い」では 7割，「病気で長〈寝ている」で
は9割となっている。この結果，健康状態のよい老人ほ
ど，無料乗車制度を活用していることになる。
@老人本人の年収
老人本人の年収額が高くなっていくに従がい，制度利
用率は高くなっていく傾向がみられる。地下鉄を 「ほと
んど毎日」利用する者の割合は.r300-400万円未満」で
訟も高くなっているが，年収が高いほど増加する傾向が
みられる。
⑤同別居
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表8 地下鉄利用者の特性
ほとんど 週 週 1回 月 月 1回 全く利用 不 明 計毎日 2-3回 2-3回 !なカりた
①性 別 男 30 24 33 45 40 104 
。 276 
10.9 8. 7 12.0 16.3 14.5 37.7 。 41.8 
P=O.OO∞ 女 6 40 26 56 61 194 384 1.6 10.4 6.8 14.6 15.9 50.5 0.3 58.2 
①長終学歴 不就学 3 9 10 33 38 110 
。 203 
-小学校卒 1.5 4.4 4.9 16.3 18.7 54.2 。 30.8 
高等代獄卒 10 29 24 41 43 138 
。 285 
3.5 10.2 8.4 14.4 15.1 48.4 。 43.2 
中等学校卒 13 22 16 24 15 40 131 9.9 16.8 12.2 18.3 11.5 30.5 0.8 19.8 
P=O.O∞o 高等-大学卒 10 4 7 3 3 4 。 31 32.3 12.9 22.6 9.7 9.7 12.9 0.0 4.7 
不 明
。 。 2 。 2 6 。 10 
O. 0 0.0 20.0 0.0 20.0 60.0 0.0 1.5 
①健康状態、 非常:K健康 18 21 24 29 26 46 165 10.9 12.7 14.5 17.6 15.8 27.9 0.6 25.0 
普 通 18 32 27 61 51 126 
。 315 
5. 7 10.2 8.6 19.4 16.2 40.0 0.0 47.7 
5事 ν、 。 11 8 10 21 108 。 158 0.0 7.0 5.1 6.3 13.3 68.4 。 23.9 
P=O.O∞o が菰で長〈 。 。 。 。 2 18 。 20 穫でいる 0.0 0.0 0.0 0.0 10.0 90.0 0.0 3.0 
不 明
。 。 。 。 。 2 。 O. 0 0.0 50.0 50.0 。 。 0.3 
①老人本人 100万円未満 6 37 24 60 61 191 380 1.6 9. 7 6.3 15.8 16.1 50.3 0.3 57.6 
の年収
100 - 9 12 12 21 23 53 。 130 
200万円未満 6.9 9.2 9.2 16.2 17.7 40.8 。 19.7 
200 - 5 5 10 6 3 12 。 41 
300万円未満 12.2 12.2 24.4 14.6 7.3 29.3 0.0 6.2 
300 - 5 2 2 3 2 6 。 20 
400万円未満 25.0 10.0 10.0 15.0 10.0 30目。 0.0 3.0 
P=O.O∞o 400万円Lλ上 4 3 2 2 5 5 。 21 19.0 14.3 9.5 9.5 23.8 23.8 0.0 3.2 
不 明 7 5 9 9 7 31 
。 68 
10.3 7. 4 13.2 13.2 10.3 45.6 0.0 10.3 
①同別居 }jIJ 居 20 30 23 60 50 142 
。325 I 
6.2 9. 2 7.1 18.5 15.4 43.7 0.0 49.2 I 
P=0.1748 同 居 16 34 36 41 51 156 335 4.8 10. I 10.7 12.2 15.2 46.6 0.3 50.8 
⑤ 就労形態 動 め 12 2 3 3 4 10 
。 34 
35.3 5.9 8.8 8.8 11.8 29.4 。 5.2 
自 営業 10 19 12 21 14 35 
。 111 
9.0 17.1 10.8 18.9 12.6 315 。 16.8 
無 業 14 43 44 76 83 252 513 2.7 8.4 8.6 14.8 16.2 49.1 0.2 77.7 
p=o∞ 不 明 。 。 。 。 。 2 0.0 O. 0 O. 0 50.0 。 50.0 。 O. 3 
???
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ほとんど 週 週 1回 月 月 l@l会〈利用 不明 計毎日 2~3閉 2~3回 L-i古勺?に
⑦近所付き 手受κょく 1212 8 3937 4 
合い
ょくすみ 914 6 183.1 l 2157-9 1 
ほどほどに 715 6 91.8 6 81.6  する 173.3 6 356.7 8 0.5 218.7 3 
あまりし左い 35 9 486.0 1 11922 7 
p= 0.0045 全くしない 80 12.1 
不 明 100.0 00 00 00 0.0  0.0  
①町内会・ 手雪によく 17.7 l 241.4 0 
。。
自治会活
動 ょくする
時々する 7.6 l 2017 0 
あまりしない 2.4 5 915 6 
p= 0.0015 全〈しない 517 3 61 9 0 1345 3 
不 明 33.3 00 00 oj I 
③老人クラ ぎ守伎は 8.6 1 181.4 9 161.2  
プ活動 約改良 1013 6 182-3 7 151.9 4 182.3 6 
P= 0.0012 全くしない 6~5y I 
不 明 。。 1.7 1 
⑮老人福祉 T貯手ま 9? 361 
センター
自苦寺守り又仁は左あレ、 107-9 2 利用
P=0.5161 全〈しない 53.7 2 95.l 1 169.0  4~6~ 
不 明 00 0.0  o-o  
⑪老人憩の 非よ常〈にす又-はる 0.2 0 153 0 153 0 5. 0 45.9 0 320  
家利用 わ改良 211.9 6 2317 3 。。 1 17.3 l 
P=0.1884. 全くしない 536 1 148.5 1 4号令 8545.7 4 
不 明 404 0 00 10.0 20.2 0 20.2 0 0.0  1.0 5 
⑬ボランテ Tホ手2 1 1 3 1 1 1 3 185 259 7 oi 42.7 l 
ィア活動
時ま P々又しはないあ 0.0  84 2 201.0 4 2010 4 
。。 749 4 
p= 0.3000 全くしない 1587 0 148.5 7 0.2 
不 明 20i 20.0 。。 00 20.0 40.0 2 
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子どもとの同別居の違いによる，地下鉄の利用状況で
の有意な差はみられない。
⑥就労形態
「ほとんど毎日」利用する割合は，「勤めJでは35.0%
と俺めて高いが，「自営業Jでは 9.0%，r無業Jでは 2.
7%となっている。 制度非利用率では，「勤め」が29.4%
で最も低く ，「自営業」の31.5%，r無業J の49.1%の順
に高くなっている。この結果，勤めている老人は地下鉄
の利用が最も高いといえる。
⑦近所付き合い
近所付き合いと地下鉄の利用では有意差があるが，そ
の方向は一定ではない。ただ，近所付き合いに消極的な
場合，地下鉄を「全.く利用しなかった」割合が高い特徴
がみらtLる。
⑧町内会 ・自治会活動
町内会・自治会活動に活発に参加している程，制度非
平IJ府系が低くなり，逆に「ほとんど毎日」利用する老人
比率は向く伝ってP<傾向を示している。すなわち，町
内会 ・向治会活動への参加が積極的で、ある程，制度の利
用や利用頻度が高くなっている。
⑨老人クラブ活動
老人クラブ活動に綴極的に参加している程，r週2-3
回」や「週l凶」の地下鉄利用率が高くなっており，「全
く利用しなかったJ の割合は低下している。老人クラブ
活動に活発であれば，週に 1-3回の地下鉄利用率が高
い結果となる。
⑩~人福祉センタ一利用
⑪老人恕の家利用
⑫ボランティア活動
~人福祉センターや老人憩の家利用， およびボランテ
ィア活動については，地下鉄の利用状況と有意な差がみ
られなl'。
以上，炎?と友8をもとに， 70歳以上老人の市営パス・
地下鉄利用者の特性を概観してきた。表?と表8の比較
から，r r苫j別居」については，間交通機関の利用状況とも
有窓涯がみられなかった。市営パスでは，さらに 「近所
付き合い」と有志、な差が認められなかった。地下鉄のみ
では，「老人組祉センタ一利用j r老人憩の家利用j rボラ
ンティア活動J と-H'~差が確認できなかった。
市営パスでは，男性老人，高学歴老・人，健康老人，あ
るいは町内会 ・自治会活動，老人クラプ活動，ボランテ
ィア活動，老人福祉センターへの積極的参加(利用)者
において，制度利用率が高い。一方，市営パス利用頻度
の商い老人の特性としては，男性老人.高学歴老人，健
康老人のほかに，高収入老人や勤めている老人が該当す
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地ド鉄の利用状況からは，男性老人，高学歴老人，健
成老人，尚収入老人，勤めている老人.町内会 ・自治会
活動や老人クラブ活動への積極的参加老人の制度利用率
が向い。一方.地下鉄利用頻度の高い老人の特性として
は，男性老人，高学歴老人，高収入老人，勤めている老
人があてはまる。
以上の結果，両交通機関ともーーとりわけ市営パス一
一制度の利用と社会活動への参加には関連がみられる。
利則頻度が高い場合には，銀jめにもとづく就労への参加
と大きく関連している。なお.制度を有効に活用してい
る老人は，健康で収入が高く，男性ないしは商学歴の特
徴を千4'している。
4.無料乗車制度の問題点
政令指定都市において，高度経済成長終鷲の昭和47年
度から続々波及していった無料乗車制度は，今や老人福
祉予算での大きな比重を占めるに至っている。本制度発
足当時，各自治体は制度の有効性や社会福祉理念に照ら
し合わせての是非，将来の財政事情や人口予測を考慮.し
ての検討が卜分になされたであろうか。
臨調の基本答申では，「地方公共団体が独自の行政サー
ビスを笑施する場合に，単に他の市町村でも行っている
ことを埋由としてそれと同様の行政サービスを行うよう
な安易な態度をとるべきではないJとしている。これは，
従来の老人医療費無料化制度の全国的波及状況を暗に批
判したものと推測できる。無料乗車制度はこの批判を受
ける巣地を持っていると考えられる。それを2ilおよび
3章の結果から検討してみる。
第 l点は， 3東で示した無料乗車制度の利用者特性か
ら，自治体の安易な施策決定の態度を読みとることがで
きる。実態調査の結果から，市営パスでは効用が発抑で
きているが，地下鉄では十分でないことが示された。 1
に，本制度の有効性の検討についての不十分さのみが施
策立案での安易さを示すものではない。
本制度の利用者として浮き彫りにされた老人の特徴は，
男性老人，高学歴老人，高収入老人，などである。この
結梨は，生活水準が高位にある老人は本市IJ/疫を有効に利
用でき，逆に生活水準が低位である老人(女性老人.低
学歴老人，不健康な老人，低収入老人)は，制度を十分
に活用できない事実を示すものである。これは無料采車
制度がユニバーサルなサービスであることから起因して
おり，そのことが老人間での所得を含めた生活水準全般
での格差を一層助長する結果となる。ユニバーサルな制
度は，本来所得の再分配制度を希薄化させるものである
????
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が，本制度はさらに一歩進め，格差を再拡大化するもの
である。社会福祉の名のもとに，生活水準の格差を一層
拡大する制度は，社会福祉の施策としての本質から逸脱
したものである。
その一つの軌道修正の例は，昭和54年10月に東京都が
実施した，本制度に所得制限を加えることによる，セレ
クティブなサービスへの切り替えがあげられる。ただこ
れによって，本制度が社会福祉サービスとしての十分な
位置が得られたわけではなしこれさえも粥縫策にほか
ならない。
制度利用者の特性を事前に予測せずして，制度化した
本無料乗車制度も， 臨調の行政サービス立案における批
判を卒直に受け入れざるを得ない。
自治体の本制度立案での安易さを示す第2点は，本制
度の波及状況から汲み取ることができる。制度の波及が，
人口規模や財政規模を基礎として，さらに4年という超
短期間に，大きな都市から小さな都市へと進んでいった
事実は，地域の独自性を求める制度というよりも，逆に
画一性を求めた福祉であるといわざる得ない。その意味
で，本制度は指定都市問での相互の威信・体面を保持し
ていし「体面福祉」あるいは「模倣福祉」と非難されぎ
る得ない。
以上，安易な態度により制度化された無料乗車制度を
含めて，高度経済成長期における強力な財政力を背景と
して開始された社会福祉サービスを総称して，「パイ」理
論にもとづく「パラマキ福祉」と批判される。この批判
が的を得たものとは考えられない。安易な態度による社
会福祉施策の立案は現在でも可能性がないことはないし，
実際に無料乗車制度は低成長期に入っても制度化が波及
していったものである。
問題は，安易な態度による社会福祉施策の立案になら
ざるえなかった根本原因は何かということである。無料
乗車制度の立案過程の背後には，老人福祉施策を布置 ・
展開していく絞となるべく社会福祉の理念 ・原則の欠落
を指摘せずにはおけない。 ζの理念の欠落ゆえに，高度
経済成長期に制度化された様々な社会福祉サービスは場
あたり的にならざるえなかったというのが，最も的を得
た結論であろう。
社会福祉理念の創造は，単に理論的に構築されるもの
ではない。諸々の制度の財政内容等についての情報が住
民に公開され，制度の立案 ・運営に対して住民の参加が
促進されるもとで，社会福祉施策の理念は住民のコンセ
ンサスとして定着していくと考えられる。
第2章や第3主主で示した財政内容や利用実態が老人を
含めた住民に公開され，本制度を存続するかどうかを含
(J2) 
めた運営に老人が参加することが可能であれば，今後本
制度は社会福祉施策の理念 ・原則lと見合った，現実妥当
性のあるものに変質していくであろう。
このためには，臨調基本答申での地方財政の自律機能
の強化方策として述べている住民の参加を，さらに一歩
押し進めるものでなければならない。答申では.r住民に
新たな税負担を求める場合には，提供される行政サービ
スの内容とコストを事前に住民に開示することが必要でト
あり，そのための具体的方策を検討する。また，一般に
地方財政に対する住民の監視を強化するため，住民の理
解しやすい形で財政内容の公開を行う必要がある。この
ため，費目別の財源内容の公表等，地方自治法に定める
現行の公開制度を更に強化するJとしている。答申では，
住民に対する情報の公開といった受身的な参加を求める
ものであるが，さらに住民の主体的参加のもとで立案・
運営に加わることができれば，老人福祉サービスについ
ての自治体と住民でのコンセンサスを得ることができ，
社会福祉の理念・原則が定着化していく。
無料乗車制度が，老人の社会参加を促進するうえで自
治体が推進していかなければならない r老人福祉施策J
であるのか，あるいは各自治体の交通局の赤字補績のた
めの「交通局福祉施策」であるかは，当事者である老人
自身が見きわめ，選択 ・修正していくものでなければな
らない。そのことが裂を返せば，住民のコ ンセンサスと
しての社会福祉の理念や基本的な原則を創りあげていく
ことになる。
5.結 論
政令指定都市での単費サービスとしての無料乗車制度
を取り上げ，制度のもつ問題点ないしは矛盾点を示して
きた。社会福祉施策の基本的な原則が，所得の保障や格
差是正を含めたナショナル・ミニマムの確保にあるとす
れば，無料乗車制度はそれらの原則と矛盾するものであ
る。それゆえ，臨調で主張する 「活力ある福祉社会の建
設」についても，固によるナショナル ・ミニマムの確立
を基般にしたものでなければならないし，自治体独自の
単費サービスも，ナショナル ・ミニマムの確保を補完す
るものでなければならない。
臨調の基本答申では，自治体の独自性に基づく行政サ
ービスは，受益者である地級住民の選択と負担によるべ
きである，と提案している。その選択を促進すべき住民
の参加の制度化には何らふれられていないが，住民の参
加に基づく社会宿祉サービスの立案 ・運営は，抽象的に
表現される社会福祉の理念である 「社会的公正」や 「正
義を現実の施策の中に具現化することになる。そこで笑
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絡される福祉サービスは，必然的にナショナル ・ミニマ
ムの確保を補完するものになる。そのためには，住民は
単に公開された情報のもとで監視役に停まることなく，
更に積極的に立案・運営にも参加する機会がうえられな
ければならなし、
臨調答申は，地方に対する国の不信を基軸としており，
r地方分権」といったところで，国か官僚のリーダーシ
ップによる国家体制lに包綬された集権的分権化に過ぎな
い。それは，国民が政治行政を中央政府，地方政府に信
託するにあたって，中央政府がより信頼できるか，地}j
政府がより信頼できるか，双方は激しい競争関係にある
といえる。鳴海は地方自治体のあり方を次のように提案
している。「自治体はその公正さ，公、Fさ，市民性，自IJ;憲
性，効率性，実行性において，国の行政を上回っている
だけでなく ，市場経済によって供給されるものよりも優
れていなければならない。」
鳴海の主張する地方自治体の単費サービスが実現する
ためには，様倣的.体面的な福祉，ひいてはポリテイカ
ルなゲームの中で展開されるべきではなし社会福祉理
念を限自においての，福祉サービスの立案 ・運営でなけ
ればならない。
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〔付記〕表 4~表 8 はコンビュータ処理をしているため，
百分率の総計が100%になっていない場合がある。
?
(1)無料采司王制度は，広島市を除く 1の政令指定都市以外
に， 35市町村で実施されている。(昭和57年9月末日現
在の，剖i道府県民生局への聴き取り調査から)それら
は，夕張市，苫小牧市，函館市，滝川市，新冠町.青
森市，八戸市，仙台市，浜松市，高槻市，伊丹市，明
石市，尼崎市.姫路市，奈良市，校江市，尾道市，三
原市，瀬戸田町，呉市，向島町，宕国市，徳島市，鳴
門市，小松島市，佐賀市，佐世保市，荒尾市，宮崎市，
日向市，えびの市，都減市，鹿児島市，名瀬市，大和
村，である
(2)星野ほ也，「第二臨調と地方自治体の福祉財政」月刊福
干止， 昭和56年1月号， 31頁
(3)鳴海正泰「第二臨調基本答申は何を目指しているか」
地方自治職員研修，昭和57年9月号参照
(4)向上D，31頁
(昭和57年1月9日受理)
This article is intended to discuss the free.pass system for the aged. 
We overview the free.pass system from the following two sides. 
(1) Comparative study about the foundation and present condition of the free.pass system in the eleven cities 
specially designated by a government ordinance. 
(2) Study about the utilization of the free.pass system，based on the survey of the aged at Osaka City. 
Major findings of this study are as follows. 
(1) The free.pass system has been establised in nine cities during a short period ( four years ). and it has bcgun first 
in lorge.scale cities and then has been initated by smaller ones. A large part of the expenditure on social services 
for the aged is at present allotted (0 the free.pass system. 
(2) When the aged use the free.pass system， they prefer the bus to the subway. The charactristics of the aged using 
the system are that they are mostly ③ male，⑥healty， @ well.off. and @ employed. 
Those findings suggest that the free.pass system has been established without adequate investigation and is now 
slightly deviated from the aims of social welfar巴
(13) 
